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第 1 章 策定の背景 

 

１－１ 経営戦略策定の趣旨 

 

本市の水道事業は 1959（昭和 34）年に給水を開始して以来、人口の増加や給水区域の

拡張へ対応するため浄水場や管路など水道施設の整備拡張を３次にわたり進めてきました。 

しかし、人口減少とともに市民の節水意識の高揚や節水型社会への移行などにより事業収

益は 2007（平成 19）年度をピークに減少傾向にある一方で、老朽化した水道施設の更新

に加え、東日本大震災や熊本大地震を契機とした災害に強いライフラインの構築などが課題

となっています。 

水道事業は市民の日常生活と企業の事業活動に欠かすことのできない重要なサービスを

提供する役割を担っており、将来にわたり安全で良質な水を安定的に供給し、快適で豊かな

市民生活と事業活動の発展を支えていくためには、健全な経営のもとで事業を運営していか

なくてはなりません。 

本経営戦略は、本市の水道事業の経営状況を把握・分析したうえで、経営基盤の強化と財

政マネジメントの向上に取り組むことにより、藤岡市新水道ビジョンの将来像として掲げる

「市民の安心と安全を未来につなげる水道」を実現するための経営の基本計画として策定す

るものです。 

 

１－２ 経営戦略の位置付け 

 

図１－１ 経営戦略の位置付け 



2 

 

１－３ 計画期間 

 

 本経営戦略の計画期間は 2028 年度までの 10 年間とします。 

 ただし、水需要の将来予測や投資計画の変更など、計画値と大きな乖離が生じた場

合には、必要に応じて見直すこととします。 

 

 

 

 

図１－２ 計画期間 
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第２章 水道事業の概要 

 

2－1 事業の沿革 

 

藤岡市は群馬県の南西部に位置し、東は埼玉県上里町・神川町、西は甘楽町・下仁田町、南

は神流町・埼玉県秩父市、北は高崎市・玉村町と境界を接しています。 

旧鬼石町との合併を経て、市域は南西に主要山岳があり標高が高く、北東に行くにしたがい

平野部が広がる地勢となり、面積 180.29km²で群馬県の約 2.8％を占めています。 

藤岡市水道事業は、1957（昭和 32）年 2 月 26 日に計画給水人口 14,000 人、1 日最大

給水量 2,800m³、１人１日最大給水量 200ℓの事業規模で創設事業認可を受け、1959（昭

和 34）年 11 月に給水を開始しました。 

その後、簡易水道事業の統合や 3 次にわたる拡張事業、鬼石町との合併を経て、現在は計画

給水人口 76,000人、1 日最大給水量 40,000 m³、１人１日最大給水量 526ℓ、計画給水

区域面積 84.0km²の事業規模で水道事業を運営しています。 

 

 

 

表２－１ 認可の概要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 計画 摘要

計画給水人口（人）
76,000

(67,021)

1人1日最大給水量（ℓ）
526

(477)

1日最大給水量（m³）
40,000

(31,636)

※（　）内の値は申請時の実績値

給水区域の拡張（軽微な変更）
平成２５年３月　１日届出
平成２５年３月１３日受理
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2－2 事業の現況 

 

（１）給水人口と有収水量の現況 

給水人口は年々減少を続けており、併せて節水型機器の普及、節水意識の高まりなどの影響

により水需要も減少傾向にあります。 

 

 

図２－１ 給水人口と水需要の推移 

 

 

（２）水道施設の概要 

本市の水道事業の給水区域は、中央浄水場系（藤岡・平井・美土里・美九里）、北部浄水場

系（藤岡・小野）、東部浄水場系（小野・神流）、上の山浄水場系（鬼石）、譲原浄水場系（鬼

石）の５つの区域により構成されております。 

各浄水場ではそれぞれに水源を持っており、浄水された水は管路を経て各家庭や事業者など

へ配られます。 

管路の延長は、2017（平成 29）年度末現在で、原水を水源から浄水場へ運ぶ導水管が 7.9

ｋｍ、浄水を浄水場から配水池へ運ぶ送水管が 4.0ｋｍ、配水池から各家庭へと配る配水管が

339.6ｋｍであり、総延長は 351.5ｋｍになります。 
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図２－２ 本市水道事業の主要施設 
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（３）現有資産の状況 

水道事業は資本集約型のインフラ産業であるため、水を運ぶ管路や水を貯める貯水池などの

構造物の他、機械電気設備、建物などの多くの固定資産を有しています。 

保有している資産の老朽化状況は以下のとおりです。 

管路については大半が法定耐用年数を超えていない健全資産である一方、機械電気設備にお

いては６0％以上が法定耐用年数を超えて使用している状況です。 

 

 

 

 

 

資産健全度の区分 

 

健全資産■ 

 法定耐用年数を超過していない資産 

 

経年化資産■（経過年数が法定耐用年数の１～1.5 倍未満の資産） 

 法定耐用年数を超過し、更新時期を迎えている資産 

 

老朽化資産■（法定耐用年数の 1.5 倍以上の使用年数の資産を想定） 

 事故・故障等を未然に防止するためには、速やかに更新すべき資産 

 

 

 

 

 

 

 

建物

構造物

機械電気

管路

96%

90%

32%

97%

4%

8%

16%

2%

2%

52%

1%

健全資産 経年化資産 老朽化資産

図２－３ 保有資産の老朽化の状況（２０１６（平成２８）年度実績） 
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2－3 水道料金体系 

 

現在の水道料金の体系は 1992（平成 4）年 4 月 1 日より施行しており、口径別に基本料

金と従量料金の二部料金制を採用しています。 

 

表２－２ 料金体系表

 

 

 

料金収入の内訳は、従量料金が 67.7％、残りの 32.3％が基本料金の収入で構成されていま

す。 

口径別では、家庭用に広く普及設置している口径 13 ㎜での利用が最も多く、全体の約 60％

を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図２－４ 料金収入の料金別及び口径別の内訳（２０１７（平成２９）年度実績） 

料金区分

第　一　段 第　二　段 第　三　段

口径 １㎥以上２０㎥まで ２１㎥以上４０㎥まで ４１㎥以上

１３　㎜ ２,１００ 円 使用水量

２０　㎜ ３,６６０ 円 　　1㎥につき 使用水量 使用水量

２５　㎜ ５,１２０ 円 ０円

３０　㎜ ８,３００ 円 　　１㎥につき 　　１㎥につき

４０　㎜ １２,３００ 円 使用水量

５０　㎜ １８,２００ 円 　　１㎥につき １５４円 １７６円

７５　㎜ ４６,２００ 円 １３２円

１００　㎜ ７４,８００ 円

基本料金

従　　　　量　　　　料　　　　金

　　　施行　１９９２（平成４）年４月１日

13㎜

62.6%

20㎜

9.3%

25㎜

3.8%

30㎜

3.2%

40㎜

5.7%

50㎜

6.2%

75㎜

6.4%

100㎜

2.8%

口径別内訳

基本料金

32.3%

392百万円

従量料金

67.7%

822百万円

全体金額

1,214百万円
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2－４ 組織体制 

本市の水道事業は、上下水道部内に 3 課体制（経営課、水道工務課、浄水課）で水道事業を

運営しています。 

職員数は平成 29 年度末時点で部長含め 2４名（再任用職員、嘱託職員を含まない）体制と

なっています。 

 

 

 

2－５ これまでの主な経営健全化の取組み 

 

 2009（平成 21）年 3 月に策定した水道ビジョンで掲げている「市民の安心と安全を未来

につなげる水道」を将来像に、「安全でおいしい水の供給」・「安定した水の供給」・「運営基盤

の強化」・「給水サービスの充実」・「環境保全への貢献」の 5つを目標として水道事業を運営し

てきました。 

 

 

経営係

浄水係

経営課

浄水課

市長
（管理者）

上下水道部 水道工務課 給水工務第2係

給水工務第1係

鬼石水道係

図２－５ 水道事業組織体系図 

 

 

図２－６ これまでの主な実施施策 
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2－６ 経営状況の分析 

 

（１）料金収入・料金回収率の推移 

料金収入は、2007（平成 19）年度の 13億 4千万円をピークに年々減少傾向にあり、2017

（平成 29）年度には 12 億 1 千万円となりました。この 11 年間で 1億円以上の減少となっ

ています。 

主な原因としては、給水人口の減少に加え、節水型機器の普及や市民の節水意識の高揚など

が考えられます。 

 

表２－３ ５ヶ年毎推移表

 

 

水道水１m³あたりの収益である供給単価を、水道水１m³あたりにどれだけの費用がかかっ

たかを示す給水原価で除して求めた指標が料金回収率であり、給水に係る費用がどの程度、水

道料金収入で賄えているかを表しています。 

本市の水道事業におけるこの 10 年の料金回収率は常に 100％を上回っており、2017（平

成 29）年度においても 116.6％と良好な値でありました。 

 

 

図２－７ 料金収入と料金回収率の推移 

年度

指標

料金収入 1,349,430千円 1,258,138千円 1,214,371千円

供給単価 158.30円 159.36円 159.58円

給水原価 137.87円 137.74円 136.83円

平成１９年度 平成２４年度 平成２９年度
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（２）企業債残高の推移 

企業債残高は、鬼石町との合併により 2006（平成 18）年度に 70 億円を超えましたが、

その後は高利率企業債の補償金免除繰上償還などにより 2006（平成 18）年度から 2013（平

成 25）年度までの 8年間で約 15 億 3 千万円削減し、約 56 億円となりました。 

2014（平成 26）年度には東部浄水場の新設により 60 億円を越えましたが、その後は減

少し、2017（平成 29）年度は約 58 億円となっています。 

しかしながら、企業債残高を表す指標である企業債残高対給水収益比率において、本市の水

道事業と全国や類似団体の平均を比較すると、事業規模に対する企業債残高は高い傾向にあり

ます。 
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企業債残高対給水収益比率

307.46％

270.87％

488.22％
藤岡市

全国平均

類似団体平均

（百万円） 

（％） 

図２－９ 企業債残高対給水収益比率（２０１６（平成２８）年度実績） 

 

図２－８ 企業債残高と企業債残高対給水収益比率の推移 
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（３）その他の経営指標 

総務省の公営企業の見える化の推進の一環として、経営指標により他団体との経営状況を示

した経営比較分析表の公表が求められています。 

本市の水道事業における過去 5 年間の経営指標の推移は以下のとおりです。 

 

 

図２－１０ 経常収支比率 

経常収支比率は、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の

費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、収支が黒字であることを示す 100％以上で

あることが望まれます。 

本市の水道事業においては、常に 100％を上回っており、また全国や類似団体の平均と比

較しても良好な値で推移しています。 
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図２－１１ 流動比率 

 流動比率は、短期的な債務に対する支払能力を表す指標で、100％以上であることが望まれ

ます。 

本市の水道事業においては、常に 100％を超えており、また全国や類似団体の平均と比較

しても良好な値で推移しています。 

 

 

 

図２－１２ 給水原価 

給水原価は、有収水量 1m³あたりにどれだけの費用を要しているかを表す指標で、安価で

あることが望まれます。 

本市の水道事業においては、全国や類似団体の平均と比較して低い値で推移しています。
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図２－１３ 施設利用率 

施設利用率は、配水能力に対する配水量の割合を示すもので、施設の利用状況を総合的に判

断するうえで重要な指標であり、高い値が望まれます。 

本市の水道事業においては、全国や類似団体の平均と比較すると高い傾向にありますが、

年々低下しています。 

 

 

 

図２―１４ 有収率 

有収率は、施設の稼働状況に対する収益の割合を示すもので、水道事業を運営するうえで重

要な指標であり、高い値が望まれます。 

本市の水道事業においては、年々向上していますが全国や類似団体の平均と比較すると低い

傾向にあります。 
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図２－１５ 有形固定資産減価償却率 

 

 

図２－１６ 管路経年化率 

有形固定資産減価償却率は、償却資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、高

いほど老朽化が進んでいることを示します。 

一方、管路経年化率は、管路の経年化がどの程度進んでいるのかを表す指標で、高いほど経

年化が進んでいることを示します。 

本市の水道事業においては、全国平均等と比較して管路経年化率は石綿セメント管の更新が

ほぼ完了したことで低い数値ですが、有形固定資産償却率は全国平均等と同じ水準であること

から、管路以外の施設（機械電気設備・構造物など）の老朽化が進んでいることが原因と考え

られます。 
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第３章 将来の事業環境 

 

３－１ 給水人口の予測 

 

将来の本市の人口動向については、2016（平成 28）年 3 月に策定された「藤岡市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」にて以下のように述べられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水人口は、図 3-1のとおり年々減少し 2028 年度には 62,000人を下回ることが予想さ

れます。 

推計方法については、2018（平成 30）年 3 月に策定した藤岡市新水道ビジョンと同じく、

第 5 次藤岡市総合計画において設定した、2027 年度における目標人口に対し普及率を加味

し、将来の給水人口を算出しています。 

 

 

 

図３－１ 給水人口の予測 

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年

本市の総人口は、平成７ （1995）年頃の約 7.1 万人をピークに減少に転じています。 

日本の人口のピークが平成 20（2008）年頃であることから、本市の人口減少は全国より

も 10 年以上も先行していることになります。 この減少傾向は今後も続く見込みとなって

おり、現状のまま推移していくと仮定した場合、平成 72（2060）年には約 3.8 万人と

なり、平成 22（2010）年の約 6.8万人と比較すると 43％もの人口が減少すると見込ま

れています。 

出典：藤岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（人） 
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３－２ 水需要の予測 

 

水需要（有収水量）は、過去 10 年間の実績をもとに、生活用、業務営業用、工場用の用途

別使用水量の推計値を合計し、将来の有収水量を予測しました。 

1 日平均有収水量は、給水人口の減少に加え、節水型機器の更なる普及や節水意識の浸透な

ど生活様式の変化によって将来も減少を続け、2028 年度には 19,000m3まで減少する見込

みです。 

 

 

３－３ 料金収入の見通し 

 

料金収入は、将来の給水人口と水需要の予測に加え、過去 10 年間の実績をもとに予測しま

した。 

人口、水需要の減少により料金収入は年々減り、2028 年度には 2017（平成 29）年度比

で約 1 億 4千万円減の 10 億 7 千万円程度まで落ち込む見込みです。 
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（百万円）

（㎥/日） 

図３－３ 水道料金収入の予測 

 

図３－２ 水需要の予測 
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３－４ 施設の見通し 

 

（１）老朽化の見通し 

水道施設の更新を行わない場合には、以下のとおり年々老朽化度合いは進行していきます。 
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図３－４ 更新を行わない場合の健全度（構造物及び設備） 

図３－５ 更新を行わない場合の健全度（管路） 
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（２）施設更新の見通し 

アセットマネジメント簡易支援ツールを用いて、今後必要とされる更新需要について推計し

た結果は以下のとおりです。 

全ての施設を法定耐用年数で更新した場合には、今後 10 年間で約 124 億円の更新費用が

必要となります。 

しかし、法定耐用年数は施設の物理的寿命とは異なることから、適切な維持メンテナンスを

実施することで、法定耐用年数以上に施設を使用することが可能です。 

本経営戦略においては、藤岡市新水道ビジョンと同じく、施設の使用年数を法定耐用年数の

1.5 倍とします。この場合の更新費用は今後 10年間で約 50億円が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
法定耐用年数で更新 法定耐用年数の1.5倍で更新
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3,000

4,000

5,000
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7,000

法定耐用年数で更新 法定耐用年数の1.5倍で更新

図３－６ 水道施設（建物・構造物・機械電気設備）の更新需要 

図３－７ 水道施設（管路）の更新需要 

 

（百万円） 

（百万円） 
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３－５ 組織の見通し 

 

水道事業に係わる業務は、施設の運転管理や修繕、更新など専門性が求められるため、技術

の継承が必要とされます。 

近年、経験豊富なベテラン職員が退職を迎えたことにより、経験年数の浅い職員が増えたこ

とから、水道サービスの低下を招かないため、技術系職員の確保と育成が必要となっています。 

 

 

表３－１ 年齢階層別経験年数人数分布表（２０１７（平成２９）年度実績）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経験年数

年齢階層

２０～２９歳 ３ ２（１）

３０～３９歳 　４（３） ２（１）

４０～４９歳 ２ ２

５０～５９歳 １ ２ ３（３）

６０歳 １ ２（２）

再任用 ２（２）

合計 １１（３） ２（１） ４（１） ９（７）

（　）内は技術系職員の内人数

３年以下 ４年以上～５年以下 ６年以上～９年以下 １０年以上
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第４章 経営の基本方針 

 

４－１ 経営の基本方針 

 

本市の水道事業における経営の基本方針は、藤岡市新水道ビジョンに掲げる「市民の安心と

安全を未来につなげる水道」を基本理念に、施策を整理し推進していきます。 

 

 

 

図４―１ 将来像の設定 
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第５章 投資・財政計画 

 

５－１ 投資・財政計画（収支計画） 

 

本経営戦略における収支計画については、2018（平成 30）年 3 月に策定した藤岡市新水

道ビジョンで掲げる今後 10 年の間に実施することとした基本施策を基に試算しています。 

計画期間中は、図 5-1 に示すとおり収支の均衡を保つことは可能ですが、想定を超える水

需要の低下による料金収入の減少があった場合には、水道料金の見直しが必要となります。 

しかし、現行料金体系は県内でも高い水準の設定であり、他市と比べ市民に負担をお願いし

ていることから、各施策の実施にあたっては、直近の水需要を勘案したうえで給水区域の再編

や施設のダウンサイジングを行うと共に、事業規模に見合った人員配置の検討などによる、施

設、組織のスリム化を図ることにより経費を削減し、現行料金体系の維持に努めていきます。 

 

 

図５－１ 収益的収支の推計 
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（１）収益的収支 

 

投資・財政計画 

 

 

年　　　　　　度 2016(H28)年度 2017(H29)年度 2018(H30)年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 1,290,498 1,283,392 1,245,913 1,232,879 1,219,987
(1) 1,222,047 1,214,371 1,195,793 1,182,759 1,169,867
(2) (B) 12,017 21,232 23,280 23,280 23,280
(3) 56,434 47,789 26,840 26,840 26,840
２． 115,936 121,728 120,429 122,315 139,289
(1) 1,132 1,452 1,364 1,364 1,364

1,132 1,452 1,364 1,364 1,364

(2) 71,744 76,762 77,825 79,711 96,685
(3) 43,060 43,514 41,240 41,240 41,240

(C) 1,406,434 1,405,120 1,366,342 1,355,194 1,359,276
１． 976,871 1,029,425 1,043,768 1,051,802 1,117,623
(1) 182,711 191,077 183,481 183,481 183,481

92,622 92,293 94,109 94,109 94,109
10,967 16,481 5,000 5,000 5,000
79,122 82,303 84,372 84,372 84,372

(2) 322,746 372,037 401,562 398,887 407,862
75,065 81,577 85,708 86,625 88,358
43,069 49,756 65,692 62,100 63,342
3,773 4,736 4,487 4,487 4,487

200,839 235,968 245,675 245,675 251,675
(3) 471,414 466,311 458,725 469,434 526,280
２． 130,728 123,588 113,372 107,716 100,986
(1) 123,085 115,649 108,138 102,482 95,752
(2) 7,643 7,939 5,234 5,234 5,234

(D) 1,107,599 1,153,013 1,157,140 1,159,518 1,218,609
(E) 298,835 252,107 209,202 195,676 140,667
(F) 144 112
(G) 320 239
(H) △ 176 △ 127

298,659 251,980 209,202 195,676 140,667
(I) 498,398 550,639 461,182 404,878 336,343
(J) 1,857,829 1,875,966 1,771,491 1,790,075 1,700,371

126,027 129,315 105,050 95,905 92,060
(K) 459,613 480,048 470,090 469,658 502,565

352,512 367,066 389,252 402,916 416,718

72,081 87,028 54,884 40,788 59,893
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,278,481 1,262,160 1,222,633 1,209,599 1,196,707

(N)

(O)

(P) 1,278,481 1,262,160 1,222,633 1,209,599 1,196,707

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

2019年度 2020年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第 17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定
し た 資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算
定 し た 資 金 の 不 足 額

営業収 益－ 受託 工事 収益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健全化法施行令第 16条により算定した
資 金 の 不 足 額
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（収益的収支） 

 

 

（単位：千円）

1,207,235 1,194,623 1,182,148 1,169,809 1,157,604 1,145,532 1,133,592 1,121,782
1,157,115 1,144,503 1,132,028 1,119,689 1,107,484 1,095,412 1,083,472 1,071,662

23,280 23,280 23,280 23,280 23,280 23,280 23,280 23,280
26,840 26,840 26,840 26,840 26,840 26,840 26,840 26,840

140,229 141,327 141,036 141,488 140,826 140,801 141,447 142,187
1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364
1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364

97,625 98,723 98,432 98,884 98,222 98,197 98,843 99,583
41,240 41,240 41,240 41,240 41,240 41,240 41,240 41,240

1,347,464 1,335,950 1,323,184 1,311,297 1,298,430 1,286,333 1,275,039 1,263,969
1,125,712 1,150,253 1,177,886 1,176,751 1,189,286 1,185,202 1,187,841 1,192,476

183,481 183,481 183,481 183,481 183,481 183,481 183,481 183,481
94,109 94,109 94,109 94,109 94,109 94,109 94,109 94,109
5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

84,372 84,372 84,372 84,372 84,372 84,372 84,372 84,372
410,896 413,991 417,148 420,367 423,651 427,001 430,418 432,161
90,125 91,928 93,767 95,642 97,555 99,506 101,496 102,511
64,609 65,901 67,219 68,563 69,934 71,333 72,760 73,488
4,487 4,487 4,487 4,487 4,487 4,487 4,487 4,487

251,675 251,675 251,675 251,675 251,675 251,675 251,675 251,675
531,335 552,781 577,257 572,903 582,154 574,720 573,942 576,834
98,631 97,303 90,814 87,427 84,975 78,970 74,265 70,362
93,397 92,069 85,580 82,193 79,741 73,736 69,031 65,128
5,234 5,234 5,234 5,234 5,234 5,234 5,234 5,234

1,224,343 1,247,556 1,268,700 1,264,178 1,274,261 1,264,172 1,262,106 1,262,838
123,121 88,394 54,484 47,119 24,169 22,161 12,933 1,131

123,121 88,394 54,484 47,119 24,169 22,161 12,933 1,131
263,788 211,515 142,878 101,603 71,288 46,330 35,094 14,064

1,445,619 1,243,106 1,074,588 881,626 826,769 808,994 818,858 821,699
90,077 88,752 87,665 86,667 85,708 84,768 83,842 82,928

537,944 535,225 530,270 515,254 459,903 421,769 421,117 425,522
438,945 458,571 447,959 431,082 399,566 360,265 359,442 363,860

73,045 50,700 56,357 58,218 34,383 35,550 35,721 35,708

1,183,955 1,171,343 1,158,868 1,146,529 1,134,324 1,122,252 1,110,312 1,098,502

1,183,955 1,171,343 1,158,868 1,146,529 1,134,324 1,122,252 1,110,312 1,098,502

2024年度 2025年度 2027年度 2028年度2021年度 2022年度 2023年度 2026年度
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（２）資本的収支 

 

投資・財政計画 

 

 

 

 

年　　　　　度 2016(H28)年度 2017(H29)年度 2018(H30)年度

区　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． 157,000 222,800 183,100 134,700 460,000

２． 35,350 57,627 72,411 29,777

３．

４． 8,165 2,851 1,750 5,000 5,000

５．

６． 35,350 57,627 72,411 29,777

７． 59

８． 51,559 29,505 91,062 45,000 45,000

９．

(A) 287,424 370,469 420,734 244,254 510,000

(B)

(C) 287,424 370,469 420,734 244,254 510,000

１． 472,340 648,339 696,118 416,866 790,000

２． 345,077 352,512 367,066 389,252 402,916

３．

４．

５． 1,273

(D) 818,690 1,000,851 1,063,184 806,118 1,192,916

(E) 531,266 630,382 642,450 561,864 682,916

１． 303,741 290,778 339,445 314,765 415,422

２． 199,739 298,659 251,980 209,202 195,676

３．

４． 27,786 40,945 51,025 37,897 71,818

(F) 531,266 630,382 642,450 561,864 682,916

(G)

(H) 5,966,255 5,836,543 5,652,577 5,398,025 5,455,109

○他会計繰入金

年　　　　　度 2016(H28)年度 2017(H29)年度 2018(H30)年度

区　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

4,712 4,463 4,211 4,211 4,211

4,712 4,463 4,211 4,211 4,211

43,515 60,478 74,161 34,777 5,000

43,515 60,478 74,161 34,777 5,000

48,227 64,941 78,372 38,988 9,211

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

2019年度 2020年度

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

2020年度2019年度
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（資本的収支） 

 

 

（単位：千円）

590,000 265,000 410,000 425,000 105,000 115,000 115,000 115,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000

640,000 315,000 460,000 475,000 155,000 165,000 165,000 165,000

640,000 315,000 460,000 475,000 155,000 165,000 165,000 165,000

1,050,000 600,000 710,000 744,000 264,000 284,000 284,000 282,000

416,718 438,945 458,571 447,959 431,082 399,566 360,265 359,442

1,466,718 1,038,945 1,168,571 1,191,959 695,082 683,566 644,265 641,442

826,718 723,945 708,571 716,959 540,082 518,566 479,265 476,442

590,596 546,279 555,632 594,839 468,963 468,579 431,286 437,873

140,667 123,121 88,394 54,484 47,119 24,169 22,161 12,933

95,455 54,545 64,545 67,636 24,000 25,818 25,818 25,636

826,718 723,945 708,571 716,959 540,082 518,566 479,265 476,442

5,628,391 5,454,446 5,405,875 5,382,916 5,056,834 4,772,268 4,527,003 4,282,561

（単位：千円）

4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211

4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211 4,211

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

9,211 9,211 9,211 9,211 9,211 9,211 9,211 9,211

2028年度2021年度 2022年度 2023年度 2026年度2024年度 2025年度 2027年度

2027年度 2028年度2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
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５－２ 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 

（１）収支計画のうち投資についての説明 

 本市の水道事業は、老朽化が進んだ水道施設を多く有しており、特に中央浄水場と北部浄水

場の電気設備については設置から数十年経過しているため、計画的に更新する必要があります。 

 また、耐震性に問題のある南山配水池と上の山浄水場については、万が一に備えた地震対策

が必要です。 

 これらを含めた施設の建設改良等に対する今後 10 年間の投資額は、以下のとおりに試算さ

れます。 

 

表５－１ 投資対象先の内訳（２０１９（平成３１）年度以降の１０年間）

 

（２）収支計画のうち財源についての説明 

 建設改良事業に対する財源は、企業債や内部留保資金を活用することで確保が可能ですが、

過度に企業債に依存することの無いよう、企業債残高の削減を目指します。 

  

 

 

 

投資対象

構造物（配水池） １８．１億円

機械電気設備 １５．１億円

水道管路 １４．６億円

安定水利権の確保 １．４億円

合計 ４９．２億円

投資額（１０年間合計）

※この他に収支計画上では、工事費用補償を受ける工事（下水道管等の布設に伴
う水道管の移設など）の依頼が10年間で5億円あるものとして試算しています。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)
2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年

流動資産 企業債残高

実績 見通し

（百万円） 

図５－２ 資金・企業債残高の推計 
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（３）投資・財政計画のうち投資以外の経費 

施設の維持管理に係わる修繕費や動力費については、変動が著しく予測することが困難なこ

とから、これまでの実績を踏まえ、年々微増するものとして算出しています。 

水利権の取得に係わる八ツ場ダムの建設工事が2019（平成31）年度に完成することから、

2020 年度以降は完成までの建設負担金について、無形固定資産（ダム使用権）としての減価

償却費を計上しています。 

同様に八ツ場ダム完成と共に発生が見込まれる、ダムの維持管理費を 2020 年度以降に計

上しています。 

 

（４）投資・財政計画のうち未反映の取組み 

 

 

  

①投資

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ＰＦＩ・ＤＯＢの導入等）

制度や費用対効果などの情報収集に努めます

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

今後の水需要の予測に基づき、更新の計画のある事業実施にあたって
は、適正な規模の検討を行います

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

上記と同様に、適正な規模の検討を行います

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

施設の老朽化と更新需要を把握し、計画的な更新事業の下、投資の平
準化に努めます

広 域 化
近隣市町村の情報収集に努め、費用対効果などの調査・研究をおこな
います

②財源について検討状況等

企 業 債
企業債残高の削減を目指すと共に、世代間での負担バランスの観点か
ら適切な水準を検討します

資 産 の 有 効 活 用 等 に よる
収 入 増 加 の 取 組

国債などの債券運用の調査・研究を進めると共に、近隣市町村などの
情報収集に努めます

③投資以外の経費についての検討状況等

委 託 料 包括的な委託などによる費用対効果の調査・研究をおこないます

動 力 費 給水区域の再編の検討に際して、省エネルギー化を検討します
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第６章 経営戦略の事後検証・更新等に関する事項 

 

6－1 経営戦略のモニタリングとローリング 

 

 本経営戦略のモニタリング（進捗管理）として、業務指標（ＰＩ）などを活用して計画時の

業務指標との比較をすることで年度ごとの評価をすると共に、財政状況の正確な把握に努めま

す。 

現状の経営状況の点検と計画との乖離が大きく発生している場合については、その要因の把

握と分析を行い、投資計画の変更の検討を行います。 

 この他、アセットマネジメント簡易支援ツールを活用して、毎年の水道資産の更新状況を把

握し、本市水道事業の水道資産全体の老朽化度合いの把握を行っていきます。 

 本経営戦略のローリング（計画の見直し）については、将来の社会情勢の変化などにより、

水需要の将来予測や投資計画の変更など、計画値との大きな乖離があった場合に見直しの検討

を行います。 

 また、計画の更新にあたっては、ＰＤＣＡサイクルの考え方に沿い、計画（ＰＬＡＮ）に対

して、事業の進捗（ＤＯ）、目標の達成状況の確認（ＣＨＥＣＫ）、改善の検討（ＡＣＴＩＯＮ）

を行っていきます。 

 

 

 

図６－１ ＰＤＣＡサイクル 
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